
 

吉賀町農産加工施設整備支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 町の交付する農産加工施設整備支援事業補助金（以下「補助金」という。）につい

ては、吉賀町補助金等交付規則（平成18年吉賀町規則第13号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この告示に定めるところによる。 

（補助金交付の目的等） 

第２条 町は、地域農産物等の有効利用による地域産業の振興を図ることを目的として、町

内事業者が農産加工品の生産及び生産拡大を行うための施設整備に要する経費のうち町

長が必要、かつ、適当と認めるものについて、予算の範囲内において補助金を交付するも

のとする。 

（補助金の交付の対象等） 

第３条 補助金の交付の対象、補助対象経費、交付の率及び交付の限度額は、次の表のとお

りとする。 

交付の対象 補助対象経費 交付の率 交付の限度額 

町内に事業所を有する

法人及び町内に住所を

有する個人事業者又は

新たな取組により町内

において事業化を目指

す個人若しくは任意団

体で、申請法人、申請

者及び同一世帯に属す

る者が町税等を滞納し

ていない者 

地域資源を活かした加

工品の製造施設整備費

のうち、消費税及び地方

消費税相当額を除く以

下の経費 

1 施設建設事業 

農産加工施設の新

築又は増改築に要す

る経費 

2 機械器具導入事業 

農産加工機械器具

等の導入に要する経

費 

当該補助対象経費の

2分の1以内。ただし、

機械器具導入事業の

うち、既存機器の更

新については3分の1

以内（算出した額に

1,000円未満の端数

がある場合はその端

数を切り捨てた額） 

 

1 施設建設事業 

1,000,000円（1事業

者当たり1回に限る） 

2 機械器具導入事業 

新規導入について

は500,000円。既存機

器の更新については

300,000円（1事業者

当たり1回に限る） 

２ 前項に規定する補助金は、次の各号のいずれかに該当する場合は補助の対象としない。 

（１） 機械器具等の導入の内、汎用機械と認められる機械器具 

（２） 総事業費（消費税及び地方消費税相当額を除く。）が１０万円未満の事業 



 

（３） 生産販売計画が未定の事業 

（４） 当該事業に対して、他の補助金等の交付を受けている場合 

（５） 町外で当該事業を実施する場合 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者が規則第４条の規定により提出する申請書は、吉

賀町農産加工施設整備支援事業補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、規則第５条の規定により補助金の交付を決定した場合、吉賀町農産加工施

設整備支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものと

する。 

（補助事業の変更等） 

第６条 補助金交付対象者は、規則第９条第１項の規定により町長の承認を受けようとする

ときは、吉賀町農産加工施設整備支援事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第

３号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、規則第９条第２項の規定により補助金の交付の変更等を決定した場合、吉賀町

農産加工施設整備支援事業補助金変更（中止・廃止）交付決定通知書（様式第４号）によ

り当該申請者に通知するものとする。 

（実施状況の報告） 

第７条 補助金交付対象者は、町長が指示したときは、補助事業の実施状況を速やかに報告

しなければならない。 

（実績報告） 

第８条 規則第10条に規定する実績報告書は、吉賀町農産加工施設整備支援事業補助金実

績報告書（様式第５号）とする。 

２ 補助金交付対象者は、前項の実績報告書を当該補助事業の完了した日から起算して30

日を経過した日又は補助金の交付を決定した日の属する年度の末日のいずれか早い日ま

でに町長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第９条 町長は、規則第11条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合、吉賀町

農産加工施設整備支援事業補助金確定通知書（様式第６号）により補助金交付対象者に通

知するものとする。 

（補助金の支払） 



 

第10条 町長は、第２条に規定する補助金の交付の目的を達成するために必要があると認

めるときは、補助金交付対象者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交付するこ

とができる。 

２ 補助金交付対象者は、補助金の支払を受けようとするときは、吉賀町農産加工施設整備

支援事業補助金概算（精算）払請求書（様式第７号）を町長に提出しなければならない。 

（事業化の努力等） 

第11条 補助金交付対象者は、当該補助事業に係る成果の事業化に努めることとし、補助

事業が完了した年度の翌年度から３年間、当該補助事業に係る各年度の状況等を、吉賀町

農産加工施設整備支援事業補助金事業化状況報告書（様式第８号）により、各年度末まで

に町長に提出しなければならない。ただし、町長が認める場合はこの限りでない。 

（補助金の経理等） 

第12条 補助金交付対象者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠

書類を備え、当該補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければ

ならない。 

（その他） 

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 


